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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 
当第 1 四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用の改善が進む一方で、熊本地震の発

生により消費マインドに下押し懸念が広がり、また英国が国民投票にてＥＵ離脱を選択したことによる

世界株式・金融市場の動揺を受け、日本国内においても円高・株安が進行し、景気の先行きについては

不透明な状況が続いております。 

当不動産流通業界においては、引き続き低金利を背景に総じて堅調に推移しましたが、首都圏において

上昇が続いていた住宅価格もここにきて天井感が強まってきており、今後の市況の変化には注視が必要

と思われます。 

このような事業環境の中、当社は加盟店サポート体制の一層の強化を目的に、フィールドサービス及び

トレーニングサービス担当人員を増強するとともに、西日本エリアの加盟店に対するサービスの強化と

意思決定の迅速化を図ることを目的として西日本支社を新たに開設いたしました。また、開発中の新営

業支援システム〈21Ｃｌｏｕｄ〉の一部リリースを実施、ＷＥＢ反響増大のためのＳＥＯ対策研修を開

催する等、ＩＴを活用した営業の強化も継続して進めております。 

このような状況のもとで、当社はサービスフィー収入が前年同四半期比プラス 13.8％で 95 百万円の

増加で 789 百万円、ＩＴサービスは同プラス 15.1％で 22 百万円の増加で 170 百万円、加盟金収入が同

マイナス 17.3％で 7 百万円の減少で 33 百万円、その他が同プラス 12.9％で１百万円の増加で 13 百万

円となり、全体としては同プラス 12.6％で 112 百万円の増加で 1,006 百万円となりました。また、営

業原価は、前年同四半期比プラス 10.6％で 30 百万円の増加で 312 百万円となりました。販売費及び一

般管理費は、その他経費が減少したものの、貸倒引当金繰入額及び人件費等の増加により、全体として

は前年同四半期比プラス 5.1％で 17 百万円の増加で 356 百万円となりました。その結果、営業利益は

同プラス 24.0％で 65 百万円の増加で 336 百万円、経常利益は同プラス 23.5％で 67 百万円の増加で

354百万円、四半期純利益は同プラス 29.1％で 53百万円の増加で 238百万円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 
当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ 191 百万円減少し 5,731 百万円と

なりました。負債合計は、前事業年度末に比べ 147百万円減少し 866百万円となりました。純資産は、

四半期純利益が 238百万円ありましたが、期末配当金 264百万円の支払いがあり、また評価・換算差額

等が 17百万円減少しましたので前事業年度末に比べ 43百万円減少し 4,865百万円となりました。 

 

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明 
当第１四半期累計期間に関しまして、当社の収益の柱であるサービスフィー収入は、前年同四半期比

プラス 13.8％となりましたが、現時点では業績予想を見直すべき状況にはなく期初予定通り、営業収

益 4,061 百万円（前期比 5.7％増）、営業利益 1,199 百万円（同 0.2％増）、経常利益 1,267百万円（同

0.3％増）、当期純利益 852百万円（同 0.1％増）を見込んでおります。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 
（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
１．四半期財務諸表の作成に特有の会計処理 

  （税金費用の計算） 

    税金費用に関しては、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的 

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
  （会計方針の変更） 

    法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」 

（実務対応報告第 32号 平成 28年６月 17日）を当第 1四半期会計期間に適用し、平成 28年４月１日 

以後に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 なお、当第 1四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響額はありません。 

 

（３）追加情報 
  （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

     「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 28年３月 

28日）を当第 1四半期会計期間から適用しております。 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項 
（継続企業の前提に関する注記） 

当第１四半期累計期間（自平成 28年４月１日 至平成 28年６月 30日） 

    該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当第１四半期累計期間（自平成 28年４月１日 至平成 28年６月 30日） 

    該当事項はありません。 
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４．補足情報 
（１）生産、受注及び販売の状況 

前第１四半期累計期間（自 平成 27 年４月１日 至 平成 27 年６月 30 日）における加盟店数の

地域別及び営業収益の収入別・地域別内訳を示すと、以下のとおりであります。  (単位：店) 

 
地域別 

 

 
新規加盟店数 

 

 
退店(解約)数 

 

 
第１四半期末  
加盟店数 

 

 
前年同期比(％) 

 

首都圏  ４  ９ ４５０ １０２．０ 

関西圏  ９  ３ ３０９ １０６．９ 

中部圏 １ １ ７１ １０６．０ 

九州圏 １ １   ５２ １０２．０ 

合 計 １５  １４ ８８２ １０４．０ 

 

(単位：千円) 

地域別 
サービス 
フィー 

前年同期比 
ＩＴ 

サービス 
前年同期比 加盟金 前年同期比 手数料 前年同期比 営業収益合計 前年同期比 

首都圏   442,776   101.5%  147,913   112.6%       15,600     95.1% 11,222     68.0%   617,513  102.9% 

関西圏   190,224   114.6% - - 20,812 168.2% 369 46.8%  211,406  118.0% 

中部圏   41,961   114.4% - - 2,550     127.5%     - -  44,511  115.1% 

九州圏   18,733   125.3% - - 1,650    71.0%      -         -    20,383   118.0% 

合計 693,696   106.1%  147,913   112.6%      40,612    122.7%   11,592     67.0% 893,814  107.0% 

(注) 1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
2. 上記サービスフィー収入に対する全加盟店の平成27年６月期地区別総取扱高、総取扱件数並
びに総受取手数料は、以下のとおりであります。 

(単位：千円／件) 

 
首都圏 関西圏 中部圏 九州圏 合計 

総取扱高 111,628,284 43,853,217 11,905,770 4,439,346 171,826,618 

総取扱件数 77,583 15,687 2,729 2,104 98,103 

総受取手数料 7,349,700 3,103,500 665,553 296,474 11,415,228 
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当第１四半期累計期間（自 平成 28 年４月１日 至 平成 28 年６月 30 日）における加盟店数の

地域別及び営業収益の収入別・地域別内訳を示すと、以下のとおりであります。  (単位：店) 

 
地域別 

 

 
新規加盟店数 

 

 
退店(解約)数 

 

 
第１四半期末  
加盟店数 

 

 
前年同期比(％) 

 

首都圏  ７ １１ ４５１ １００．２ 

関西圏  ４  １ ３１８ １０２．９ 

中部圏 １ １ ７４ １０４．２ 

九州圏 ０ ２   ５４ １０３．８ 

合 計 １２  １５ ８９７ １０１．７ 

 

(単位：千円) 

地域別 
サービス 
フィー 

前年同期比 
ＩＴ 

サービス 
前年同期比 加盟金 前年同期比 手数料 前年同期比 営業収益合計 前年同期比 

首都圏   523,553   118.2%  170,241   115.1%       21,000    134.6% 13,002     115.9%   727,797  117.9% 

関西圏   201,043   105.7% - - 10,075 48.4% 83 22.6%  211,201  99.9% 

中部圏   44,478   106.0% - - 2,200    86.3%     - -  46,678  104.9% 

九州圏   20,365   108.7% - - 300   18.2%      -         -    20,665   101.4% 

合計 789,439   113.8%  170,241   115.1%      33,575    82.7%   13,086     112.9% 1,006,343  112.6% 

(注) 1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
2. 上記サービスフィー収入に対する全加盟店の平成28年６月期地区別総取扱高、総取扱件数並
びに総受取手数料は、以下のとおりであります。 

(単位：千円／件) 

 
首都圏 関西圏 中部圏 九州圏 合計 

総取扱高 135,112,089 45,375,786 12,214,598 5,415,488 198,117,963 

総取扱件数 81,934 15,275 2,879 2,133 102,221 

総受取手数料 8,661,602 3,308,059 713,895 362,662 13,046,219 
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